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山形市北部、下青柳地区における

野菜栽培の特色

森　本　健　弘

I　はじめに

　近郊農業に関する研究は，農業地理学において，

小田内通敏I〕の先駆的業績を始めとする，理論と

実態調査の両面にわたる多くの蓄積がなされてき

ている部門である。なかでも浮田典良2）は従来

の研究成果を踏まえ，近郊農業地域とは，集約

的園芸農業，通勤兼業化，および農地の潰廃・

転用等が他地域よりも活発である地域としている。

しかし，これまでの実証研究の多くは，東京をは

じめ，名古屋市・京都市・大阪市などの大都市近

郊に関するものであり，地方都市近郊6ノ農業に関

する実証研究は少なく，尾留川正平3川，芳賀晟

5），笠間悟6），横畠康吉7）などによって行われて

いるに過ぎない。

　そこで本稿では，人口20万人台の地方都市近郊

における野菜栽培を申心とする農業の性格を明ら

かにするため，地方都市の一つである山形市を取

り上げ，そこで行われている農業の特性を実態調

査により明らかにすることを目的とした。換言す

れば，野菜栽培の盛んな山形市北郊の下青柳地区

の農家を対象に，栽培作物，土地利用，輪作体系

等の特徴を解明したい。調査対象地域の下青柳地

区は山形市街地に隣接しているので，都市化の影

響は大きいと考えられる一（第1図）。調査は聞き

取りを中心にしたが，野菜栽培の動向等について

のデータは，農林水産省による農林業センサスの

結果を援用した。

第1図 下青柳地区の位置
（25，OOO分の！地形図「山形北部」

1984年修正を使用。）

II　山形市における野菜栽培の動向

　近年における山形市の農業の変化をみると，経

営耕地面積は1960年の8，996haから1985年の6，868

haへと23．7％減少した。同時期に田の面積は，
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6，039haから4，916haへとユ8．6％減少している。こ

れに対し，畑の面積はユ，952haからユ，058haへと，

45．8％減少した。これは，市街地化が畑地の転

用を中心に行われたためと思われる。ユ985年にお

ける作物収穫面積5，409haのうち野菜類は801haで

ユ4．8％を占める。ユ960年の野菜類収穫面積はユ，347

haでユ5．7％であったから，面積は減少しているが

比率はほぽ同じである。県全体では野菜類収穫面

積の比卒は6．4％だから，山形市の農業はかなり野

菜類にかな1）特化しているといえよう。

　野菜類の主な作物（施設以外）別収穫面積と，

施設栽培の野菜類の収穫面積の推移を第2図に示

した。主要な作物はハクサイ・キュウリである。

この2作物について山形市は，野菜出荷安定法に基

づく野菜指定産地8）とされ，その指定出荷先は京浜

地域および山形地域である。キュウリの系統出荷に

（h・）

200

ついてみると年間出荷量の7割以上が京浜市場向

けであり，この品目では京浜地域への出荷量が比

較的多いといえる9）。ところが近年この2作物を

はじめ，多くの作物の収穫面積が減少している。

これに対して施設栽培の野菜類の収穫面積はヱ970

年以降急速に増加している。すなわち，畑地面積

の減少を反映して野莱類の収穫面積がガ幅に減少

した反面，土地生産性の向上をめざした野莱の施

設栽培が急速に増加していることがわかる。

　現在，野菜類の栽培を地域的にみると，収穫面

積は旧山形市地区で最も大きく，それに隣接する

楯山，高瀬，南沼原，および金井などの旧村地区

がこれに次いでいる（第3図）。これらは，扇状地

や河川沿いの微高地が多く分布する地域であり，

野菜栽培に適した畑地が存在するからである。な

かでも，旧山形市の北に接する楯山，高瀬地区は

野菜類収穫面積の比率が特に高いので注目される。

次に，施設（ビニルハウスおよびガラス室）面積

の分布（第4図）は露地栽培より地域的に集中し

ており，その中心は旧山形市地区，楯山地区のほ
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山形市における野菜類等収穫面積の推移
（ユ970一ユ985）

（農林業センサス山形県統計書による。）

第3図 山形市における野菜類収穫面積およびその
全収穫面積に対する比卒撫の地区別分布

（ユ985年）（1985年農林業センサス山形県統

計書による。）※市平均ユ4．8％

一74一



鰯鶴㊧、
20　10　5ユ（h・）

第4図　山形市における施設撫面積の地区別分布

　　　（！985年）※ビニールハウスおよびガラス室

　　　（1985年農林業センサス山形県統計書による。）

か，やや外縁部の本沢地区，蔵王地区である。市

街地に近接する，これらの都市化が進みつつある

地域では，土地生産性を上げるために施設の導入

が進んできたと考えられる。

　そこで，山形市の近郊における野菜栽培の実態

を詳しく知るために，野菜栽培が盛んな楯山地区

のうち，市街地にもっとも近接した下青柳地区を

選び，土地利用調査を行うとともに，事例農家を

選定して聞き取り調査を行った。

1I1下青柳地区における野菜栽培の発展と実態

　111－1　下青柳地区における野菜栽培

　下青柳地区の東西には市街化区域が隣接し，そ

こでは幹線道路に沿って住宅や事業所の立地が進

んでいる。これに対して下青柳，およびその南の北河

原，落含町の3地区は市街地調整区域に指定されて

おり，かつ農業振興地域にm〕指定されているため，

三方向を市街地に囲まれながらも農地が広く残存

している地域である（第1図）。しかし遺路交通の

便が良いため，集落の北東に接して山形流通業務

団地（流通センター）が県企業局の事業として建

設された。用地買収はユ972年から73年にかけて行

われ，下青柳地区では25名の地権者から約960a

の土地が買収されたi’）。買収された農地はほぼ全

て水田であったが，代替農地の公的な斡旋は行わ

れなかった王2〕。また，流通センターと下青柳地区

の北側を東西に通過するように，東北横断自動車

道酒田線の建設が行われている。この用地として

も本地区から農地が買収された’3）。これらのよう

に，公共事業による農地潰廃が進んできた14）。

　下青柳地区の経営耕地面積は1985年現在，畑が

1，790a（29．2％），田が4，218＆（70．O％），植寸園地49

a（0．8％），合言十6，ユ20aである。これは1960年の，

畑2，ユ80a（33．5％），田4，230a（65．O％），植寸園地

100a（1．5％），合計6，510aに比べてやや減少して

いる。しかしこの問1975年には合計5，874aと大

きく減少している。これは流通センター建設にと

もなう耕地潰廃を示しているものと思われる。そ

の後は農家が個々に代替農地を求めたので，現在

の水準まで増加した。

　専業兼業別農家構成をみると（第1表），1960年

からユ970年にかけて専業農家が急減し兼業農家が

急増したことがわかる。また，兼業内容をみると

年を追って恒常的勤務の割合が増えている。これ

は市街地に近接しているため通勤兼業のかたわら，

営農が可能であることを示すものであろう。しか

しユ985年の時点でも，専業農家ヱO戸と第1種兼

業農家24戸とを合わせると農家数の64．2％を占め，

本地区の農業が健在であることを示している。

　次に，農家の主要な経営部門をみると（第2表），

工960年からユ985年の間に稲を第1位とする農家が

第1表　専業兼業別農家数および主な兼業種類別農

　　　家数の推移（1960一ユ985）（戸）

総 非1農 専；兼第1兼第 兼
一戸

数
農1家1家 　　　112業1業種1業種計叢

家

自1勤恒1鵬旦営…務雛即

1960 73 16157 351！913 22 41181

ユ970 74 19155 ユ71251ユ3 38 ユ81ユ515
1

1980 81 28153 u1！7125 42
27153 lO124119

812618
1985 80 43 613710

（世界農林業センサス集落力一ドおよび農林業セン

サス集落別集計表による。）
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41戸から22戸に減少したのに対し，野菜類を第1

位とする農家が12戸から26戸へと増加した。施設

園芸を第一位とする農家を合わせると55．8％を占

め，本地区の農業は野菜類が申心になっているこ

とがわかる。このことは作物種類別収穫面積にも

表れ，野菜類収穫面積の比率は市内最高の28．9％

第2表販売収入第1位部門別農家数の推移
　　　（1960一ユ985）（戸）

稲
野菜 施設 果樹 養豚

販売
類 園芸 類 なし

農家計

1960 4
1

12 O 1 1 2 57

1970 4
1

！2 O 1 1 O 55

1975 22 26 3 1 O O 52

1980 23 30 O O O O 53

1985 22 26 3 1 O 1 52

（世界農林業センサス集落力一ドおよび農林業

センサス集落別集計表による。）

である。施設以外の野菜類は1960年以降減少傾向

を示すものの，施設栽培の野菜類がユ970年以降急

増している。果樹・芋類・豆類の面積はわずかで

あるので，米の減産政策を反映して野莱類が増大

したとみることができる。野莱の品目別収穫面積

を見ると（第5図），ダイコン・キャベツは停滞的

であるが，施設以外のトマト。キュウリは減少ぎ

みである。これに対して，統計は完全でないが，

施設栽培のトマト・キュウリの増加が続いている

ことは現地でも観察された。

　以上のように下青柳地区は，耕地が公共事業等

によって徐々に減少し，農家の恒常的通勤兼業化

も進展しているが，多くの農家は経営の中心を米

から野菜類に転換し，施設園芸も発展させてきた

地域といえる。
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第5図　下青柳地区における野莱類収穫面積の推移

　　　（1975－！985年）

　　　（農林業センサス集落別集計表による。）

m－2　野菜栽培の土地利用と輸作体系

a）土地利用の特徴

　野菜栽培の実態と特徴を把握するため，1986年

10月ユ5日から17日にかけて下青柳集落とその周辺

について土地利用調査を行った。第6図はその一

部である。集落の北側は主に水田として利用され，

野呂川を隔てた南側は広い畑として利用されてい

る。畑地で特徴的なことは，一筆が細分化されて，

種々の作物が栽培されていることである。露地栽

培の主な作物は，季節を反映し，カブ・大根など

の根菜類や，ネギ。ハクサイ・セイサイ・コマツ

ナ・キャベツなどの葉莱類である。さらにカブ・

セイサイ・コマツナ・ホウレンソウなどの軟弱野

菜が，労働力の配分と市場動向に含わせ，収穫時

期が何段階にも分かれるように作付されている。

また，ビニルハウスが多数存在し，メロン・キュ

ウリを中心に，花き・食用キク・アスパラガス等

が栽培されている。さらに，冬期に収穫するコマ

ツナ・ホウレンソウなどの軟弱野菜の施設栽培も

みられる。

　このように，家族労働の調整を図るため，露地

野菜と施設園芸とを組み合わせた営農が行われて

いる。作物をみると，指定産地とされているキュ

ウリ・ハクサイだけでなく，軟弱野菜を含む多種
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類の栽培が，収穫期をずらしつつ行われている。

b）野菜栽培農家の輸作体系

　土地利用や輪作体系の実態を知る手がかト）とし

て，キュウリ・トマト・メロンの施設栽培を経営

の申心に置く専業農家の丁農家を選び，聞き取り

調査を行った。丁農家は下青柳集落中央部にあ｝），

農業専従労働力は基本的に世帯主夫婦のみで，軽

作業は父母が手伝う。

　ユ965年以前の丁農家は，水田1ha，散在した畑

　　　　　　　　　　一1野
が　マ　燃’W

ダ
「

□水田　團ゴボウ　晒キャベツ囚果樹園
ロビニ／州スロハクサイ図ネギ　□作付あと地たことで1978年に飼育を止めた。

麗メロン国セイサイ図ア刀榊団空払荒地1。。。年に年よ畑にビニルハウスを自己資金で建設

国キーウ／囚コマッナ㎜／マ／口鶴用資材し，トマト．食用キク栽培を拡大した。ユ。。。年に

匿萎ヨダィコン　〔…コホゥレンソゥ麗蟄食用キク　慶萎萎碧宅地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は高速道路用地として水田20aを3．3m童当十）約5万
翻カブ　回ブロッコ／一駆花卉　固篇所’
鰯サ／イモ鰯ナス囚ゼンマイ回工場　円で売却し・その代金で下青柳の農家から地区内の

　　　　　　Q　　　　lOOOm　　　　　　　　　畑地を約400坪（約13a）購入した。そして県と市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が高速道路用地買収に際して設けた農業近代化助

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成の制度を利用して，購入地にビニルハウスを建
　第6図　下青柳地区（一部）の土地利用図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　てるとともに，既存のビニルハウスを建て替えた。
　　　　（1986年10月ユ蝸～17日）
　　　　（2，500分の1山形市都市計画図を用いた　　　この時∴キュウリ栽培を拡大し，春メロンの加温

　　　　　現地調査による。）　　　　　　　　　　　栽培を始めた。こうして現在へ至るが，キュウリ

10a，果樹園50aを経営していた。畑ではキュウ

リとトマトをトンネル栽培し，果樹園にはリンゴ

・ブドウ・モモ・西洋ナシ・日本ナシが植えられ

ていた。1962年頃に一時，200羽の採卵鶏を飼養し，

　卵を市街地の小売店に卸売していたという。と

ころがユ964年から65年にかけて行われた圃場整備

事業により，点在していた畑地が団地化されたた

め，これを契機に果樹園を減らしキュウリ栽培面

積を増やして行くことにした。市場近接性を生か

し，キュウリとトマトは自家で選別して約600m

の至近距離にあった千歳地方市場一5）に個人出荷し

ていた。

　ユ971年には農業近代化資金を利用し400坪（約13

a）のビニルハウスを建て，キュウリ・トマトの

施設栽培を始めた。この頃果樹は西洋ナシだけに

していた。またユ970年頃からユ978年頃まで，山形

県西川町に標高の高い土地を借り，40aほどのダ

イコン栽培を行っていた。ユ972年には流通センタ

ー用地として畑地5aを売却した16）が，代替地は

入手しなかった。1974年から山形農協の奨励によ

り，ビニルハウスでマスクメロンの栽培を開始し

た。

　ユ978年には水田の転作奨励金を受け，水田に200

坪（約6．6a）分のビニルハウスを建設し，これに

よってトマト栽培を拡大した。こうして経営は，

米と野菜・メロンという形になる。この間ユ966年

から，野莱類の連作障害を防止するための有機肥

料生産のねらいもあって，豚を常時50頭肥育して

いたが，価格の低迷と，臭気等が問題にされてき
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とトマトによる収入が年収の約6割に当たると言

う。

　この農家の事例では，種々の公的助成金，水田

転作，公共事業による耕地の買収代金による畑地

の購入，農協の新作物奨励などを生かし，施設化，

水田の畑地化，土地生産性の高い作物の導入，お

よぴ農地規模の拡大によって，土地生産性の高い

野莱作の拡大を図ってきた。畜産も一時行ったも

のの，市街地に隣接していることが，これを中止

する一因となった。

　現在の丁農家の商品作物栽培面積と代表的な栽

培暦を第7図に示した。夏作物栽培はトマトの播

種に始まり，他にキュウリ・カボチャ。メロンを

栽培して，7月中旬までに収穫を終える。キュウ

リの収穫・出荷は京浜市場の端境期をねらう。こ

れは，梅雨明け以降はかなり高温となる山形盆地

の自然条件がかえって有利となっているのである

州。メロンは7月15日前後の新盆の需要に問に合

うように出荷する。収穫と前後して秋冬作物の播

種を行い，夏作物の後作として定植する。秋メロ

ンは夏キュウリの後作であり，冬キャベツはカボ

チャの後作である。食用キクは開花の遅い品種を

選び，9月，ヱO月を中心に電照し，冬期は加温す

る。食用キクとキャベツは翌年1月から2月にか

けて，労働の合聞と市場における値段を検討しつ

つ収穫・出荷する。この作業は夏作物の準備と競

合するので，1年を通じこの時期だけ人を雇用す

る。これらの他に，ニラが一年を通じて栽培され

ている。水稲栽培作業は他の野菜栽培作業と重な

らないように行われている。

　丁農家の出荷形態には山形中央卸売市場の卸業

者’剛への出荷と系統出荷との2つがある。その選

択は作物によって異なるし19），時期によっても異

なる。キュウリを例にとれば，収穫期の初めで量

作物
月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 ユ2

　水稲（ササニシキ，70。）

鐙一一鰯十
麗 麗

　キュウリ（ハウス，約16。）
欝

　ソトマト（ハウス，約10・） 騒 騒

　力、ボチャ（トン不ル，約8。）

騒一懐
鑑

マスクメロン（ハウス，約3。）

鐙

騒
マスクメロン（ハウス，約20。）

⑱ 麗麗

　食用キク　「　　　　　一麗麗嚢麗（ハウス，約ユ2。）

　　r　電照　r「加温⑱一蟹

　セロリ（ハウス，約ユ7a）
鱈 騒

騒
　ヤヤベツ（トン不ル，約8。）

麗 騒 鰯

葉の刈り取＾）茎の刈り取り 葉の刈リ取リ　　ニラ（露地，約5・）

騒
轡播種（またはさし芽） 麗定植（または田植） 騒覇籔収穫

第7図 丁農家の商品作物栽培暦（ユ986年）
（ユ986年10月17日の聞きとりによる。）
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が少ないうちは卸売業者に出荷するが，出荷量が

まとまった量に増加してくると系統出荷に切干）替

える。その結果，年問出荷量の6割を卸売業者，

4割を農協に出荷する。トマトは全量を卸売業者

へ出荷する。しかしマスクメロンは全量を系統出

荷する。これは特に農協がマスクメロン栽培を積

極的に指導・援助して導入し，市場開拓を行って

いるからである。

IV　まとめ

　山形市における野菜栽培は，全般的な収穫面積

が都市化などの要因によって減少してきたが，施

設園芸の導入によって土地生産性を高める方向へ

進んできた。野菜栽培が盛んな地域は，市街地を

取｝）巻く近郊である。そのような地域の事例とし

て取つ上げた下青柳地区でみられた特徴は，つぎ

のようにまとめられる。

　本地区は三方を市街地に囲まれながら，市街化

調整区域および農業振興地域に指定されており，

農地はまとまって残存している。大規模な公共事

業によって農地は一時大きく減少したものの，そ

れ以降，代替農地の入手や借入れなどによってや

や増加した。通勤兼業化は進んでいるが，専業農

家と第1種兼業農家の比卒は大きく，農業は健在

である。すなわち，野菜類と施設園芸を経営のi中

心にしている農家が多く，典型的な近郊農業地域

といえる。

　土地利用には，一区画の耕地が細分化され，多

種類の野菜が出荷時期をずらせるように作付され

ていること，また，ビニルハウスが広く導入され，

そこでは京浜市場への出荷も考慮にいれたキュウ

リ・メロン・トマトの栽培とともに，軟弱野菜を

含めた連作が行われていること，という特徴がみ

られた。本地区では以前から市場近接性を生かし

て野菜栽培が行われてきたが，熱意ある農家は，

公的な補助，農協の奨励，土地売却代金の入手な

どを生かして，土地生産性の高い野莱作の拡大を

一行ってきた州。

　そのような事例農家を調査すると，輪作体系に

は，施設園芸を中心に家族労働力を周年的に利

用する特徴がみられた。また出荷には，作物や収

穫量・収穫時期によって，山形市場への出荷と，

系統出荷による京浜市場向けの出荷とを使い分け

ているという特徴がみられた。すなわち，山形市

場に対する近郊農業的野菜生産と，京浜市場向け

の輸送園芸的野菜生産を組み合わせた農業経営を

行っていた。

　本稿作成にあたっては，下青柳地区の農家の方々および山形農脇・山形県庁・山形市役所・農林水産省山

形統計情報事務所の職員の皆様に多大な御協力をいただいた。斎藤功先生をはじめとして，本学人文地理学

教室の先生方からは貴重な御助書をいただいた。以上の皆様に深く感謝いたします。また，本稿作成の機会

を与えていただいた奥野隆史先生に心よリお礼申し上げます。

　〔注および参考文献〕

1）小田内通敏（1918）

2）浮田典良（ユ977）：
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3）尾留111正平（1948）

4）尾留川正平（1949）

5）芳賀　晟（ユ951）：

6）笠聞　悟（ユ976）：

　　28，550～57ユ．

7）横畠康吉（ユ973）：

　『帝都と近郊』大倉研究所，2ユ5P、

近郊農業．伊藤郷平・浮田典良・山本正三編錆人文地理ゼミナール

　海岸砂丘の開拓と都市困子．地理評，21，48～51．

　本荘砂丘における近郊農業圏半径の拡大．地理評，22，6ト61．

仙台市の蕗菜供給圏構造．東北地理，3，33～39．

地方都市近郊における生産地形成　　金沢市西郊下安原を例にして

地方都市域農業の特色

新訂経済地理

徳島市農業の産地形成について

人文地理，

地域研究，I4．
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8）作物と指定年次は，秋冬ハクサイ（ユ966年），冬春キュウリ（1977年），夏秋キュウリ（ユ977年）である。

9）山形農協園芸課職員の談話による。特に6月から7月申句出荷のキュウリの京浜市場出荷卒は9割に達

　　するという。

lO）農業への公的補助は農業振興地域のうち農地区域だけを対象としている。農地地区の指定は毎年見直さ

　　れる。

1！）山形市開発公社の資料による。用地買収は同公社によって行われた。

12）前掲11）．

ユ3）事例農家での聞きとリによる。

ユ4）今後，本地区周辺には市営スポーツ施設の建設が予定されている。

15）奥羽本線羽前千歳駅付近に存在した民営の地方市場。本地区の農家のうち約8割は同市場へ出荷してい

　　た。他の数個の市場と含併して，山形中央卸売市場の卸売薬者のY青果株式会社となっている。このた

　　め上述の農家はほぼ全て，現在もY社へ出荷している。（事例農家での聞き取りによる）。

ユ6）売価は3．3m里あたり9，020円であった（山形市開発公社の資料による）。

！7）気温が高いとキュウリ栽培は難しいので，他の東北地方産地と収穫期がずれることとなる。

ユ8）市内に存在した民営地方市場が含併してできた2社がある。それぞれ，合併前からの農家との出荷・集

　　荷関係を現在もほとんど維持しているという（2社のひとつである，YM青果株式会祉蕨菜部職員の談

　　話による）。

19）栽培の歴史が古い作物は卸売業者へ出荷する割含が大きいという（事例農家での聞き取一）にょる）。

20）本地区の農家による野莱作拡大には，施設圃芸へ進むタイプと，高冷地栽培へ進むタイプがあるという

　　（事例農家での聞き取りによる）。
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